
株 主 各 位

　

第12回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

　

第12期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
① 連結計算書類の連結注記表
② 計算書類の個別注記表

　

ＵＴグループ株式会社
　

上記の事項は、法令および当社定款の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.ut-g.co.jp）に掲載することにより、株
主の皆様に提供したものとみなされる情報です。
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連結注記表
　
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）連結の範囲に関する事項
❶ 連結子会社の状況
・連結子会社の数 12社
・主要な連結子会社の名称 ＵＴエイム株式会社
2018年４月１日に富士通アプリコ株式会社の発行株式の51％を取得し、連結子会社となりました。な

お、同社の社名を同日付けで「ＦＵＪＩＴＳＵ ＵＴ株式会社」に変更いたしました。

❷ 非連結子会社の状況
該当事項はありません。

　
（2）持分法の適用に関する事項
❶ 持分法を適用した関連会社の状況
　該当事項はありません。

　
❷ 持分法を適用しない非連結子会社の状況
該当事項はありません。

　
（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　
（4）会計方針に関する事項
❶ 資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
・子会社株式及び関連会社株式 　移動平均法による原価法
・その他有価証券
時価のあるもの 　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ 　時価法
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❷ 固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く） 　定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～15年
その他 ２～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用
可能期間（５年）に基づいて償却しております。

ハ．リース資産 　所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産に
ついては、リース期間を耐用年数として残存価額を零とする定
額法を採用しております。
　なお、主なリース期間は５年であります。

　
❸ 繰延資産の処理方法
イ．社債発行費 　社債の償還までの期間にわたり均等償却しております。

　
❹ 引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結
会計年度に対応する金額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金 　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会
計年度に対応する金額を計上しております。
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❺ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法
　金融商品会計基準に基づく特例処理によっております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段 金利スワップ取引
　ヘッジ対象 借入金利息
ハ．ヘッジ方針
　金利スワップ取引は、金利変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　特例処理を採用しているため、その判定をもってヘッジの有効性の判定に代えております。

　
❻ のれんの償却方法及び償却期間 　のれんは20年以内の合理的な償却期間を設定し、定額法によ

り償却しております。
　

❼ その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法
　・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

　・数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしております。

　・小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
ハ．連結納税制度の適用 　連結納税制度を適用しております。
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２．表示方法の変更に関する注記
　 連結貸借対照表

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）を当連結会計年
度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しました。

３．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 176百万円
　
（2）当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミット
メント契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで
あります。

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 1,800百万円
借入実行残高 250
　 差引額 1,550

　
（3）財務制限条項
　当社は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行と融資契約（長期返済期限５年のタームローンであり、総融資枠は400
百万円）を締結しております。この契約には、当社単体及び連結計算書類における貸借対照表上の純資産の
部や損益計算書における経常利益等により算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付加されて
おります。
　当社は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行と2017年12月29日に融資契約（融資額800百万円）を締結しておりま
す。この契約には、当社単体及び連結計算書類における貸借対照表上の純資産の部や損益計算書における経
常利益等により算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付加されております。

　 なお、当連結会計年度末、財務制限条項の対象となる借入金残高は1,000百万円となっております。
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４．連結損益計算書に関する注記
　（減損損失）
　 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）
東京都渋谷区 － のれん 378
　 当社グループは、のれんの減損判定に係るグルーピング方法は連結会社単位に行っております。
上記ののれんは、連結子会社である株式会社Ｌｅｉ Ｈａｕ’ ｏｌｉの今後の収益計画を見直した結果、当初
想定していた収益計画を大きく下回って推移しており、回収可能価額を慎重に検討した結果、未償却残高を全
額減損したものであります。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普通株式 40,656,400株 －株 293,333株 40,363,067株
（注）発行済株式の数の減少は自己株式の消却によるものであります。

　
（2）自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普通株式 67,133株 297,461株 364,533株 61株
（注）自己株式の数の増加は、自己株式の取得によるものであります。減少は、自己株式の消却、処分及び信

託会社の所有する自己株式の売却によるものであります。なお、当連結会計年度末日の自己株式のう
ち、信託会社が所有する株式数はありません。

（3）剰余金の配当に関する事項
❶ 配当金支払額
　該当事項はございません。
❷ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

（百万円）
１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年５月９日
取締役会 普通株式 利益剰余金 2,499 61.93 2019年３月31日2019年６月24日

（注）１株当たり配当額の内訳は、普通配当36.93円、特別配当25.00円となります。

（4）新株予約権等に関する事項
　 該当事項はございません。
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６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
❶ 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、営業に係る運転資金を銀行借入により調達しております。
　運用に関しましては、安全性の高い金融資産で運用する方針であります。また、デリバティブ取引は、
後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。
❷ 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクは、当社グル
ープの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。
　投資有価証券は、取引関係を維持することを目的として保有するものであります。
　借入金、社債及びファイナンス･リース取引に係るリース債務は、短期・長期ともに営業取引に係る資
金調達を目的としたものであります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、デリ
バティブ取引（金利スワップ）を利用してヘッジしております。

　
（2）金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）
をご参照ください。）。

　（単位：百万円）
　

勘定科目 連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 14,990 14,990 －
（2）受取手形及び売掛金 12,429 12,429 －

資産合計 27,419 27,419 －
（1）短期借入金 250 250 －
（2）長期借入金（１年内返済予定の長期借

入金を含む） 5,291 5,328 36

（3）リース債務（※） 1 1 0
（4）デリバティブ取引 － － －

負債合計 5,543 5,580 36
※ 流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
資産
（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
負債
（1）短期借入金
　短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

（2）長期借入金、及び（3）リース債務
　これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッド
を上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。また、変動金利による長期借入金は金
利スワップの特例処理の対象とされており（下記（4）参照）、当該金利スワップと一体として処理された
元金利の合計額を、同様の借入を行った場合に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっておりま
す。

（4）デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい
るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記（2）参照）。

　
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表上計上額（百万円）
非上場株式等 25

　非上場株式等は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握すること
が極めて困難であります。
　
（注３）借入金及びその他の有利子負債の返済予定額

　（単位：百万円）
　

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 250 － － － － －
長期借入金 1,609 1,182 728 490 428 851
リース債務 0 1 － － － －
合計 1,859 1,183 728 490 428 851
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７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 319円26銭
（2）１株当たり当期純利益 123円07銭
（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた当連結会計年度末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益の

算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除する他、信託が所
有する当社株式（当連結会計年度末－株、期中平均株式数29,053株）を控除して算定しております。

　
８．重要な後発事象に関する注記
　 株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の制度改定について

当社は、2019年５月９日開催の取締役会において、社員向けの福利厚生制度の一つとして導入している
「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」（以下、「本制度」という。）について６月をめどに制度改定を行う方針を
決定いたしました。

　 １．特別損失を計上する理由
本制度改定に伴い本制度の対象者全員に対する債務が確定することから、その確定額を特別損失に計上
いたします。

２．当該事象の連結損益に与える影響額
2020年３月期第１四半期連結累計期間において、1,196百万円を特別損失に計上する見込みでありま
す。

９．追加情報
（1）従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引について
❶ 取引の概要
　当社は、従業員持株会に対して当社株式を安定的に供給すること及び信託財産の管理により得た収益を従業
員へ分配することを通じて、従業員の福利厚生の充実を図り、従業員の株価への意識や労働意欲を向上させる
など、当社の企業価値の向上を図ることを目的として、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下、「本制
度」といいます。）を導入しております。
　本制度は、従業員のインセンティブ・プランの一環として米国で普及している従業員向けの報酬制度ＥＳＯ
Ｐ（Employee Stock Ownership Plan）及び2008年11月17日に経済産業省より公表されました「新たな
自社株式保有スキームに関する報告書」等を参考にして構築した従業員向けの福利厚生制度です。

　
❷ 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己
株式として計上しております。当連結会計年度における帳簿価格及び株式はありません。
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（2）受給権を付与された従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引について
❶ 取引の概要
　当社は、従業員の新しい福利厚生サービスとして自社の株式を給付し、当社の株価や業績との連動性をより
高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高める
ことを目的として、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。
　本制度は、あらかじめ当社及び当社グループ会社が定めた株式給付規程に基づき、当社及び当社グループ会
社の従業員が原則として入社時より一定期間当社グループ内において勤続、もしくは一定期間勤続後に退職し
た場合等に当該対象者に対し当社株式を給付する仕組みです。

　
❷ 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号
2015年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

　
❸ 信託が保有する自社の株式に関する事項
イ．信託における帳簿価額 当連結会計年度 1,225百万円
ロ．当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か
　信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しておりません。
ハ．期末株式数及び期中平均株式数
期末株式数 当連結会計年度 3,419,400株
期中平均株式数 当連結会計年度 3,626,114株

ニ．ハの株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か
　期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりません。
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個別注記表
　
１．重要な会計方針に係る事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
子会社株式及び関連会社株式 　 移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ 　 時価法
　
（2）固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く） 　 定率法を採用しております。

　ただし、建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備については、定額法によって
おります。
　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ５～15年
その他 ３～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 　 定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利
用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

ハ．リース資産 　所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産に
ついては、リース期間を耐用年数として残存価額を零とする
定額法を採用しております。
　 なお、主なリース期間は５年です。

　
（3）繰延資産の処理方法

社債発行費 　社債の償還までの期間にわたり均等償却しております。
　
（4）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業
年度に対応する金額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金 　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年
度に対応する金額を計上しております。
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（5）重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法
　金融商品会計基準に基づく特例処理によっております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段 金利スワップ取引
　ヘッジ対象 借入金利息
ハ．ヘッジ方針
　金利スワップ取引は、金利変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　特例処理を採用しているため、その判定をもってヘッジの有効性の判定に代えております。

　
（6）その他計算書類作成のための基本となる事項
イ．消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
ロ．連結納税制度の適用 　連結納税制度を適用しております。

　
２．表示方法の変更に関する注記
　 貸借対照表

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）を当事業年度か
ら適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しました。
　

３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 101百万円
　
（2）保証債務
　 下記の会社の金融機関からの借入れに対して、保証を行っております。

ＵＴコミュニティ株式会社 250百万円
　下記の会社の金融機関からの借入れに対して、再保証を行っております。
ＵＴテクノロジー株式会社 8百万円

　
（3）関係会社に対する金銭債権、債務は区分表示したものを除いて次のとおりであります。
❶ 短期金銭債権 3,558百万円
❷ 短期金銭債務 40百万円
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４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
❶ 営業収益 8,395百万円
❷ 営業費用 16百万円
❸ 営業取引以外の取引高(収益) 6百万円
❹ 営業取引以外の取引高(費用) 8百万円

　
５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 67,133株 293,361株 360,433株 61株
（注）自己株式の数の増加は、自己株式の取得によるものであります。減少は自己株式の消却及び信託会社が

所有する自己株式の売却によるものであります。なお、当事業年度末日の自己株式のうち、信託会社が
所有する株式数はありません。

　
６．税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　繰越欠損金 125百万円
　賞与引当金 41
関係会社株式評価損 169
　その他 148
　繰延税金資産小計 485
　評価性引当額 △325
繰延税金資産合計 160
繰延税金資産の純額 160
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７．関連当事者との取引に関する注記
　 子会社等

種 類 会社等の
名称 所在地

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ＵＴエイム
株式会社

東京都
品川区 500

マニュファ
クチャリン
グ事業

所有
直接
100.0

経営指導
資金の貸付
資金の借入
人員の出向
役員の兼任

経営指導料
（注）１ 3,680 売 掛 金 1,104

受取配当金
（注）２ 3,000 ー ー

資金の貸付
（注）３ △1,000 関 係 会 社

短期貸付金 ー

資金の借入
（注）４ 700 関 係 会 社

短期借入金 700

利息の受取
（注）３ 1 未 収 利 息 ー

利息の支払
（注）４ 1 未 払 利 息 1

子会社
ＵＴコミュ
ニティ株式
会社

大阪府
大阪市 10

マニュファ
クチャリン
グ事業

所有
直接
100.0

経営指導
資金の借入
人員の出向
役員の兼任

資金の借入
（注）４ － 関 係 会 社

短期借入金 450

利息の支払
（注）４ 3 未 払 利 息 0

銀行借入に
対する債務
保証
（注）５

250 ー ー

子会社
ＵＴグロー
バル株式会
社

東京都
品川区 20

マニュファ
クチャリン
グ事業

所有
直接
100.0

経営指導
資金の貸付
人員の出向
役員の兼任

資金の貸付
（注）３ 100 関 係 会 社

短期貸付金 250

利息の受取
（注）３ 1 未 収 利 息 0
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種 類 会社等の
名称 所在地

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ＵＴパベッ
ク株式会社

東京都
品川区 20 ソリューシ

ョン事業
所有
直接
100.0

経営指導
資金の借入
人員の出向
役員の兼任

経営指導料
（注）１ 1,117 売 掛 金 131

受取配当金
（注）２ 700 ー ー

資金の借入
（注）４ ー 関 係 会 社

短期借入金 300

利息の支払
（注）４ 2 未 払 利 息 0

子会社 ＵＴＨＰ株
式会社

東京都
品川区 30 ソリューシ

ョン事業
所有
直接
100.0

経営指導
資金の貸付
人員の出向
役員の兼任

資金の貸付
（注）３ ー 関 係 会 社

短期貸付金 150

利息の受取
（注）３ 1 未 収 利 息 0

子会社
ＵＴテクノ
ロジー株式
会社

東京都
品川区 45 エンジニア

リング事業
所有
直接
100.0

資金の借入
人員の出向
役員の兼任
債務保証

資金の借入
（注）４ 100 関 係 会 社

短期借入金 200

利息の支払
（注）４ 1 未 払 利 息 0

銀行借入に
対する債務
保証
（注）６

8 ― ―

　上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．経営指導料の取り決めについては、業務内容を勘案の上、契約により決定しております。
　 ２．配当金の受取額については、剰余金の分配可能額を基礎とし、合理的に決定しております。
　 ３．資金の貸付については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。
　 ４．資金の借入については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。
　 ５．金融機関からの借入金に対し、当社が保証を行っております。なお、当社はこれらに係る保証

料の受取はございません。
　 ６．金融機関からの借入金に対し、当社が再保証を行っております。なお、当社はこれらに係る保

　証料の受取はございません。
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８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 142円14銭
（2）１株当たり当期純利益 82円28銭
（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益の算定

に用いられた普通株式の期中平均株式数については、信託口が所有する当社株式（当事業年度末
－株、期中平均株式数29,053株）を控除して算定しております。

　
９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はございません。

　
10．追加情報
（1）従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引について
　「連結注記表 ９．追加情報」をご参照ください。

　
（2）受給権を付与された従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引について
　「連結注記表 ９．追加情報」をご参照ください。
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